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地方議会議員の厚生年金への加入を求める意見書 
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   地方議会議員の厚生年金への加入を求める意見書 

 地方創生が、我が国の将来にとって重要な政治課題となり、その実現に向け大きな責任を有

する地方議会の果たすべき役割は、ますます重要となっている。 

このような状況の中、地方議会議員は、これまで以上に地方行政の広範かつ専門的な諸課題

について住民の意向を酌み取り、的確に執行機関の監視や政策提言等を行うことが求められて

いる。 

また、地方議会議員は、議会活動のほか地域における住民ニーズの把握等さまざまな議員活

動を行っており、近年においては、都市部を中心に専業化が進んでいる状況にある。 

 係る状況の中、地方議員年金については、平成23年の第177回通常国会において廃止が決定さ

れたが、その際「地方議会議員年金制度の廃止後、概ね１年程度を目途として、地方公共団体

の長の取扱い等を参考として、国民の政治参加や地方議会における人材確保の観点を踏まえた

新たな年金制度について検討を行うこと」などを求める「地方公務員等共済組合法の一部を改

正する法律案に対する附帯決議」が提出され、全会一致で可決した。 

その後、５年が経過しているものの、兼業を除く地方議員が加入できるのは基本的に国民年

金のみの状態が続いている。 

よって、国民の幅広い層からの政治参加や地方議会における人材確保の観点から、地方議会

議員の厚生年金加入のための法整備を早急に実現するよう強く要望する。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

〔提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、総務大臣、 

厚生労働大臣 宛〕 


